
平成２８年９月８日（木）  

岐阜県医療福祉連携推進課  

認知症施策の現状 
1 

第１回認知症地域支援推進員ネットワーク会議 

資料１ 



岐阜県における認知症高齢者数について 

岐阜県における認知症高齢者数の将来推計 

平成27年 
（2015年） 

平成32年 
（2020年） 

平成37年 
（2025年） 

平成42年 
（2030年） 

平成52年 
（2040年） 

総人口の推計※1 203.3万人 197.8万人 190.7万人 182.9万人 165.9万人 

高齢者人口の推計※1 56.2万人 59.8万人 59.7万人 59.3万人 60.0万人 

各年齢の認知症有病率が一定の場

合の認知症高齢者の推計人数/（高
齢者の認知症有病率※2） 

8.5万人 
15.2% 

9.9万人 
16.7% 

11.0万人 
18.5% 

11.9万人 
20.2% 

12.4万人 
20.7% 

各年齢の認知症有病率が上昇する

場合の認知症高齢者の推計人数/
（高齢者の認知症有病率※2） 

8.7万人 
15.5% 

10.4万人 
17.5% 

11.9万人 
20.0% 

13.3万人 
22.5% 

14.7万人 
24.6% 

（※1）「日本の地域別将来推計人口（平成25年3月推計）」（国立社会保障・人口問題研究所）による 
    ただし、平成27年は、岐阜県統計四半期報（H27.4.1）による 
（※2）「日本における認知症の高齢者人口の将来推計に関する研究」（平成26年度厚生労働省科学研究費補助金特別研究事業 九州大学 二宮教授） 
    による 

・総人口は、今後大幅に減少 
・認知症高齢者数は大幅に増加 

人
数
（万
人
） 

65歳以上の 
高齢者の 

6.5人に 
１人 

5.7人に 
１人 

５人に
１人 

4.4人に
１人 

４人に
１人 
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認知症の人とその家族を支えるネットワーク 
認知症の人とその家族が、地域で安
心して暮らせるよう、認知症に対す
る総合的な支援を推進します。 岐阜県認知症施策推進会議 市町村認知症連絡会 

県 

医療現場 

認知症疾患医療センター 

・専門医療相談・鑑別診断 
・地域包括支援センターとの連携 

認知症サポート医 

・かかりつけ医への助言 
・地域包括支援センターとの連携 

かかりつけ医 一般病院 

歯科医 薬剤師 看護師 

地域・職場 

キャラバンメイト・サポーター 

・サポーター養成講座の企画立案 
 （地域・職域） 

認知症カフェ 

介護現場 

認知症介護指導者 

認知症介護実践リーダー 

認知症介護実践者 

・介護実践者研修等の企画立案 
・地域での介護職の指導 

・施設内介護職への指導 

介護支援専門員等 

若
年
性
認
知
症
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー 

市町村 

認知症地域支援推進員 

認知症初期集中支援チーム 

地域包括支援センター 

認知症の本人・家族等 

地域における見守り・支援等 

早期発見・診断 
専門医療機関へ
のつなぎ 

介護サービス
へのつなぎ 

相談・受診 
相談・ 
サービス利用 
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１．新オレンジプランの進捗状況 



認知症施策推進総合戦略（新オレンジプラン） 

わが国の認知症高齢者数は、2012年で推計462万人（65歳以上の高齢者の約7人に1人）。
2025年には約700万人（65歳以上の高齢者の約５人に１人）に達することが見込まれる。 

●新オレンジプランの基本的な考え方 
認知症の人の意思が尊重され、できる限り住み慣れた地域のよい環境で自分らしく
暮らし続けることができる社会の実現を目指す。 
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⑺ 認知症の人やご家族の視点の重視 

平成27年1月27日 厚生労働省は「認知症施策推進総合戦略（新オレンジプラン）～認知症高齢者等
にやさしい地域づくりに向けて～」を策定。 
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新オレンジプランに掲げる主な数値目標の進捗状況 
（１）普及・啓発 

項目 進捗状況 県目標値 

認知症サポーター養成数 119536人（H28.6月時点） 13万人（H29年度末） 

（２）医療・介護等の提供 

項目 進捗状況 県目標値 

かかりつけ医認知症対応力向上研修 
受講者数 

818人（H27年度末） 1200人（H29年度末） 

認知症サポート医養成数 82人（H27年度末） 98人（H29年度末） 

認知症疾患医療センター数 7か所（H28.9.8現在） ー 

認知症初期集中支援チーム設置 
市町村数 

7市町（H28.7.11時点） 42市町村（H30.4） 

認知症地域支援推進員設置市町村数 22市町（H28.7.11時点） 42市町村（H30.4） 

（３）若年性認知症施策 

項目 進捗状況 県目標値 

若年性認知症コーディネ―ターの設置 H28.7.1 設置 
（大垣病院内） 

県下に１人設置 



若年性認知症支援センターの概要 
○若年性認知症の課題 

・４０代５０代での発症のため経済的な問題や家庭内の役割
の変化による問題が生じやすい。 
・本人や家族が充分に相談できていない 

・就労支援を含め、本人と家族を支援するネットワークが充分
ではない 
・家族の負担が大きい 
・若年性認知症が知られていない 

若年性認知症に特化した支援センターを
置き、相談対応、ネットワーク形成、家族
と本人への支援、啓発を行う。 
 
岐阜県精神科病院協会へ委託 
（事務局：大垣病院） 
コールセンター：０５８４‐７８‐７１８２ 

 
 

コールセンターを開設 
 

若年性認知症支援センター 

若年性認知症コーディネーターを配置 

相談 ネットワーク 支援 啓発 

若年
性認
知症
本人 
・ 
家族 

家族会 

ハローワーク 
医療機関 

保健所 

福祉事務所 

認知症疾患医
療センター 

市町村 

相談 

支援 

認知症疾患医療センターのネットワークを活
かして全県的に支援 

県 

  
高齢
福祉
課 

委託 

協力・相談しなが
ら事業を推進 

精神保健セ
ンター 

地域生活支援セ
ンター 
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県高齢福祉課 概要資料 



認知症カフェ設置促進 
 
○高齢者向け施設等（グループホーム、特別養護老人ホーム、老人保健施設等） 
 が認知症カフェを開設する場合に、その初度設備に対し助成する。 
○市町村の推薦があること、地域と交流を図ることが条件 
○市町村においては、該当する施設があれば推薦をお願いする。 
 

専門家派遣事業 
 
○精神科病院から専門家（看護師、ケースワーカー、PSW等）を、グループホーム  
 や市町村、認知症カフェ等に派遣する。派遣に係る費用は高齢福祉課が助成  
 する。 
○市町村においては、ケース検討、地域ケア会議、市町村が開催する認知症カ 
  フェ、認知症予防教室等に派遣を依頼することができる。 
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２．認知症総合支援事業について 



10 資料 厚生労働省 



11 資料 厚生労働省 



12 資料 厚生労働省 
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認知症地域支援・ケア向上事業の実施状況 

～H27年度 H28年度 H29年度 H30.4月 計 

１５ １７ ５ ５ ４２ 

 認知症地域支援・ケア向上事業開始年度（市町村数） 

H28厚生労働省 認知症総合支援事業未実施市町村調べより 

○認知症地域支援推進員 配置済み市町村（H28.7.11調査時点） 

岐阜市、大垣市、高山市、多治見市、関市、中津川市、瑞浪市、羽島市、恵那市、美濃加茂
市、土岐市、各務原市、可児市、飛騨市、海津市、岐南町、笠松町、養老町、輪之内町、 

北方町、坂祝町、富加町                     計 ２２市町  

市町村本庁 

9人,13% 

直営包括 

20人,28% 
委託包括 

42人,59% 

（１）推進員配置場所（n=71人） 

専任 

15人,21% 

兼務 

56人,79% 

（２）推進員配置形態（ｎ=71人） 
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～H27年度 H28年度 H29年度 H30.4月 計 

３ １２ １８ ９ ４２ 

 認知症初期集中支援推進事業開始年度（市町村数） 

H28厚生労働省 認知症総合支援事業未実施市町村調べより 

○認知症初期集中支援チーム 設置済み市町村（H28.7.11調査時点） 

岐阜市、大垣市、関市、羽島市、海津市、岐南町、笠松町          

                                    計 ７市町  

認知症初期集中支援推進事業の実施状況 
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市町村名 実施方法 設置場所 

１ 岐阜市 委託 認知症疾患医療センター（岐阜病院・黒野病院） 

２ 大垣市 委託 社会福祉協議会 

３ 関市 委託 社会福祉法人 桜友会 

４ 羽島市 委託 羽島市民病院 

５ 海津市 直営 地域包括支援センター 

６ 岐南町 委託 松波総合病院（笠松町と同一チーム） 

７ 笠松町 委託 松波総合病院（岐南町と同一チーム） 

保健師,5人 看護師,6人 

作業療法士,1人 

精神保健福祉士,3人 

社会福祉士,6人 

介護福祉士,1人 

 （１）チーム設置済み市町の実施状況 

 （２）設置済みチーム員の職種内訳 
（ｎ=21人） 


